
第７回アフリカ開発会議への回帰

　笹川平和財団は、来年８月に横
浜で開催される第９回アフリカ開
発会議（TICAD９）に向けての
「アフリカ開発専門家会議」を開
始した。
　同財団によると、アフリカ開発
会議は、当初は日本独自の取り組
みとして国際社会からの注目を集
めたが、今では欧州連合（EU）、
中国、韓国、アラブ諸国をはじめ
多くの国と地域が類似の取り組み
を始めるようになり、これからの
日本のアフリカ開発会議は独自
性・先進性を示していく必要があ
るとしている。
　そして、アフリカにとって食料
安全保障が重要課題であるとし、
例えば持続可能な漁業、養殖業な
どは日本の得意とする分野で、他
の国の追従を許さない分野である
と言う。つまり“ブルーエコノミ
ー”は、第９回アフリカ開発会議
で議論される、日本の対アフリカ
連携の柱とすべきだとしている。
　“ブルーエコノミー”は、アフ

リカ連合（AU）の2063年まで
の長期ビジョン「アジェンダ
2063」でも優先課題になってい
るが、2019年の第７回アフリカ
開発会議（TICAD7）でも、議
題の一つに盛り込まれている。ア
フリカ西海岸の島しょ国カーボベ
ルデのコレイア首相は、特別な海
洋経済ゾーンの形成と、観光や造
船を含む海洋産業の投資誘致大学
レベルの研究を推進する“海のキ
ャンパス構想”などを力説してい
る。コンゴ共和国もコンゴ川の森
林や沿岸の持続的な管理をする
“ブルーファンド”を、周辺国を
巻き込んで立ち上げている。
　ケニアも熱心だ。2018年11月
には、首都ナイロビで“ブルーエ
コノミー”に関する初めての国際
会議「持続可能なブルーエコノミ
ー会議」をカナダ、日本と共催し
ている。
　日本は第７回アフリカ開発会議
で、ブルーエコノミーの推進に向
けた支援策を打ち出した。それは
「物理的・制度的な連結性の強
化」「海洋産業の創出から振興」

「海洋安保の強化」「持続可能な
水産資源利用の強化に向けた人材
育成（３年間で1,000人）」「港
湾整備・運営支援」「船舶機材の
供与」など。
　政府開発援助（ODA）ベース
では、海運と港湾セクターへの協
力が目立っている。ケニアのモン
バサ港、モザンビークのナカラ港、
コートジボワールのアビジャン港、
モロッコのケニトラ港の整備など
である。さらに、港を起点に内陸
へつなげる、いわゆる回廊開発の
マスタープランも策定して、物流
の連結強化を支援してきた。

地政学的な危険性も

　その一方で、水産協力にも取り
組んでいる。例えば、セネガルで
は日本の築地的な水揚げ施設の整
備も無償援助で実施されていて、
著者は2012年、セネガルの首都
ダカール郊外にある築地的なセネ
ガル水産市場を見学したことがあ
る。セネガルのタコは日本へ輸出
をしているが、セネガル人はタコ
を食さない。だから、日本は頼り

になる輸出先として感謝されてい
る。
　これまでの日本の水産協力は基
本的に零細漁業の振興が目的だっ
たが、これをブルーエコノミーに
つなげるには、レストラン、ホテ
ルなどへの流通、欧米への輸出促
進、バリューチェーンの構築など
も支援しなければならなくなると
言う。海洋資源の持続的な利用と
経済発展の両にらみの協力が求め
られているからだ。
　つまり、ブルーエコノミーは海
洋資源の有効利用や、海運の改善
までも含めた、非常に幅広い概念
だと言える。
　そうした中で近年、中国も「一
帯一路」戦略とブルーエコノミー
を結び付ける形で、アフリカの水
産資源の利用のための協力を打ち
出している。ところが、国際的に
は「ブルーエコノミーが特定国の
地政学的な戦略の中で、恣意的に
運用されるのでは」という危惧す
る声も聞こえてくる。これは日本
にとっても大切な勧告だと言える。
　ブルーエコノミーは海洋資源の
有効利用や海運の改善までも含む

非常に幅広い概念であり、各国の
抱える事情や課題によって優先的
に取り組むべき課題も異なってく
る。現地のコミュニティで本当に
望まれているのか、プロジェクト
を形成しやすい環境になっている
のか、そうした判断も必要だと言
われている。

中国のアフリカ戦略

　ところが、中国はまさに我が道
を歩いている。９月５日の「中国
アフリカ協力フォーラム」首脳会
合で、今後３年間で総額3,600億
元（約７兆3,000億円）規模の資
金協力を表明した。さらに、
2018年の首脳会談でも600億ド
ル（約６兆6,000億円：当時）規
模の資金拠出を表明している。ま
さに、お金でアフリカ大陸を呑み
込む勢いである。アフリカ各国の
国道を走ると「中国の横断幕」が
目につく。いかにも中国が援助し
たんだという横断幕である。
　中国の戦略は目に見えている。
54カ国がひしめくアフリカ大陸
の支援集め戦略である。アフリカ
を制したら国連を制するという考

えによるものかもしれない。国際
政治で主導権をとることが可能に
なるからだ。同時に多くの資源と
マーケットもターゲットに入って
くる。
　とにかく、アフリカは経済面だ
けでなく、政治面でも54カ国と
いう重みの価値を生んでいる。ま
さにアフリカには第三世界という
国際政治的な価値が存在している
のである。
　NHKの解説者・別府正一郎氏
は「ウクライナ経済とグローバル
サウス」（集英社新書）という本
の中で次のように述べている。
　欧米主義だった国際社会の力関
係は、この20年間で大きく変化
し、グローバルサウスの存在感が
高まり、より多極化した新しい世
界が出現している。それは、大航
海時代から植民地主義に乗り出し、
産業革命を経て世界を武力や経済
力で支配してきた西洋中心の世界
の終焉を意味していると言っても
いいかもしれない。われわれに問
われているのは、この新しい世界
における真の国際連帯を構築でき
るかどうかということだ。
　その意味で、第９回アフリカ開
発会議は、アフリカの未来に向け
て、世界を一つにできるかどうか
が問われる大切な国際会議だとも
言える。そういう期待の中で、日
本は第９回アフリカ開発会議を果
たしてどう発展させることができ
るのか。その行方が大いに注目さ
れているが、日本はそうした期待
にどう対応できるのか、マンネリ
ズムに陥らない展望の開けたアフ
リカ開発会議が期待されている。
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第９回アフリカ開発会議に向けて
注視すべき“ブルーエコノミー”
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